
 

 

愛媛県の毎月勤労統計調査地方調査月報［参考資料］ 

（平成31年1月 旧指定事業所に係る調査結果） 

 

この調査結果の数値は、調査対象事業所からの報告をもとに、愛媛県内の規模5人以上の全事業所に対応するよ

うに推計したものです。 

平成22年1月分調査から、平成19年11月に改定された日本標準産業分類に基づき集計結果を公表しています。 

※第一種事業所（事業所規模30人以上）においては、平成31年1月分調査で部分入替えを行い、新・旧それぞれ

の指定事業所について調査を行いました。この資料は、暫定的に公表された旧指定事業所の調査結果であり、新

指定事業所の確定値は、後日公表します。 

 

規模5人以上 

 

１ 賃金の動き 

県内の 1 月の１人平均現金給与総額

（調査産業計）は230,792円で、名目賃金

の前年同月比は、4.1%減少し、実質賃金も

4.3%減少しています。 

また、きまって支給する給与は225,501

円で、名目賃金の前月比は 2.1%減少し、

前年同月比も2.2%減少しています。 

 

２ 労働時間数の動き 

県内の 1 月の常用労働者１人平均総実

労働時間（調査産業計）は133.6時間で、

前月比は7.0%減少し、前年同月比も4.0%

減少しています。 

このうち、所定外労働時間数は 9.5 時

間で、前月比は 7.7%減少し、前年同月比

も3.0%減少しています。 

 

３ 雇用の動き 

県内の 1 月末の常用労働者数（調査産

業計）は452,542 人で、前月比は0.3%減

少し、前年同月比は1.1%増加しています。 

 

 

平成31年3月25日公表 
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 TEL 089-912-2267（ダイヤルイン） 
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 平成31年1月分調査結果（旧）

（１）常用労働者の一人平均月間現金給与額 （規模5人以上，平成31年1月（旧））

実質賃金指数 名目賃金指数

前月比 前年同月比 前年同月比 前月比 前年同月比 前年同月比
円 ％ ％ ％ 円 ％ ％ 円 ％ 円 円

TL 調査産業計 230,792 △ 52.3 △ 4.1 △ 4.3 225,501 △ 2.1 △ 2.2 209,909 △ 2.6 5,291 △ 4,891

D 建設業 298,962 △ 42.7 △ 7.6 △ 7.8 298,962 0.9 10.8 266,516 4.4 0 △ 53,717

E 製造業 259,302 △ 54.5 0.6 0.5 254,480 △ 3.8 △ 0.3 229,774 0.1 4,822 1,995

F 電気・ガス・熱供給・水道業 380,680 △ 66.4 △ 0.5 △ 0.5 380,359 △ 2.5 △ 0.2 350,741 2.1 321 △ 1,002

G 情報通信業 325,989 △ 56.0 0.0 △ 0.1 324,577 2.0 0.2 302,406 △ 1.5 1,412 △ 993

H 運輸業，郵便業 244,337 △ 52.1 1.4 1.3 244,267 △ 3.4 2.8 220,136 3.5 70 △ 3,191

I 卸売業，小売業 184,512 △ 44.2 △ 3.1 △ 3.2 178,476 △ 2.7 △ 5.4 166,477 △ 7.2 6,036 4,499

J 金融業，保険業 348,474 △ 57.8 △ 6.6 △ 6.7 341,020 4.1 △ 8.6 327,327 △ 7.3 7,454 7,402

K 不動産業，物品賃貸業 287,991 △ 38.5 93.1 93.1 215,506 △ 1.7 44.9 206,896 48.1 72,485 72,022

L 学術研究，専門・技術サービス業 240,485 △ 51.2 △ 17.1 △ 17.3 240,453 △ 8.8 △ 17.0 222,628 △ 16.1 32 △ 318

M 宿泊業，飲食サービス業 116,164 △ 17.5 △ 21.5 △ 21.6 114,976 7.4 △ 5.2 110,751 △ 1.1 1,188 △ 25,463

N 生活関連サービス業，娯楽業 188,023 △ 34.2 7.5 7.4 187,145 4.8 9.4 174,563 5.4 878 △ 2,816

O 教育，学習支援業 293,717 △ 65.3 △ 5.9 △ 5.9 280,023 △ 3.8 △ 5.5 276,426 △ 5.9 13,694 △ 2,121

P 医療，福祉 232,016 △ 53.7 △ 6.9 △ 7.0 228,343 △ 1.9 △ 4.8 215,881 △ 4.5 3,673 △ 5,611

Q 複合サービス事業 290,653 △ 44.5 △ 11.7 △ 11.8 249,284 △ 2.8 △ 2.8 241,648 △ 2.8 41,369 △ 31,312

R サービス業（他に分類されないもの） 193,282 △ 54.9 △ 1.1 △ 1.2 191,528 △ 6.2 △ 1.6 176,348 △ 1.7 1,754 907

（２）常用労働者の一人平均月間出勤日数及び実労働時間数 （規模5人以上，平成31年1月（旧））

前月比 前年同月比 前月比 前年同月比 前月比 前年同月比
時間 ％ ％ 時間 ％ ％ 時間 ％ ％ 日 日

TL 調査産業計 133.6 △ 7.0 △ 4.0 124.1 △ 6.9 △ 4.0 9.5 △ 7.7 △ 3.0 18.0 △ 1.2

D 建設業 153.8 △ 6.4 1.6 137.6 △ 9.4 △ 3.9 16.2 28.5 95.2 19.0 △ 2.3

E 製造業 145.1 △ 12.7 △ 3.1 132.0 △ 12.4 △ 3.4 13.1 △ 15.0 0.7 18.0 △ 2.5

F 電気・ガス・熱供給・水道業 148.6 △ 3.4 △ 3.3 136.7 △ 3.0 △ 2.2 11.9 △ 8.4 △ 15.1 17.9 △ 0.6

G 情報通信業 140.4 △ 6.3 △ 4.2 131.4 △ 7.5 △ 6.1 9.0 18.5 34.4 17.9 △ 1.3

H 運輸業，郵便業 151.2 △ 10.0 △ 0.4 133.9 △ 11.4 △ 1.7 17.3 2.3 10.9 18.4 △ 2.8

I 卸売業，小売業 129.6 △ 7.5 △ 4.5 121.2 △ 9.0 △ 5.3 8.4 20.0 9.0 18.4 △ 1.2

J 金融業，保険業 135.8 △ 4.7 △ 6.9 130.1 △ 4.1 △ 6.4 5.7 △ 16.2 △ 16.2 17.4 △ 0.8

K 不動産業，物品賃貸業 138.3 △ 9.8 14.7 130.3 △ 10.4 11.7 8.0 1.3 104.8 17.8 △ 2.6

L 学術研究，専門・技術サービス業 125.6 △ 12.9 △ 15.4 118.3 △ 11.6 △ 12.9 7.3 △ 29.8 △ 43.0 16.5 △ 1.6

M 宿泊業，飲食サービス業 96.7 △ 2.6 △ 17.8 92.1 △ 0.2 △ 16.4 4.6 △ 34.3 △ 39.5 15.7 △ 0.6

N 生活関連サービス業，娯楽業 127.8 △ 4.9 2.6 123.4 △ 3.1 2.8 4.4 △ 38.0 △ 4.4 16.9 △ 1.1

O 教育，学習支援業 131.3 △ 10.9 △ 0.5 114.4 △ 5.5 3.5 16.9 △ 35.7 △ 21.0 16.2 △ 0.8

P 医療，福祉 129.0 △ 0.2 △ 5.3 124.1 △ 1.0 △ 4.8 4.9 22.5 △ 16.9 18.4 △ 0.2

Q 複合サービス事業 149.6 △ 3.7 0.6 144.5 △ 4.1 1.2 5.1 8.4 △ 12.1 18.9 △ 1.0

R サービス業（他に分類されないもの） 135.9 △ 5.2 △ 0.3 128.3 △ 4.0 1.1 7.6 △ 21.7 △ 19.2 19.1 △ 0.8

（３）常用労働者数及び労働異動率 （規模5人以上，平成31年1月（旧））

前月比 前年同月比
人 ％ ％ ％ ﾎﾟｲﾝﾄ ％ ％

TL 調査産業計 452,542 △ 0.3 1.1 32.2 1.4 1.05 1.68

D 建設業 24,001 △ 0.2 △ 1.8 7.2 △ 0.7 0.50 0.76

E 製造業 79,397 2.0 3.8 17.8 △ 1.1 0.92 0.98

F 電気・ガス・熱供給・水道業 3,009 △ 0.2 △ 0.4 0.5 0.0 0.03 0.20

G 情報通信業 4,971 △ 0.6 △ 3.4 6.6 △ 0.6 0.18 0.70

H 運輸業，郵便業 31,133 0.4 1.6 13.1 0.2 1.69 1.34

I 卸売業，小売業 82,261 △ 0.3 2.8 51.1 4.3 1.53 1.83

J 金融業，保険業 12,335 △ 0.8 △ 4.0 20.0 4.2 0.16 0.88

K 不動産業，物品賃貸業 4,132 0.1 2.2 33.0 △ 32.0 0.53 0.41

L 学術研究，専門・技術サービス業 8,161 0.1 5.4 21.9 17.2 0.58 0.42

M 宿泊業，飲食サービス業 34,002 △ 3.3 △ 1.6 73.5 2.8 1.46 4.77

N 生活関連サービス業，娯楽業 12,906 △ 1.5 2.3 42.1 △ 8.7 1.30 2.80

O 教育，学習支援業 29,241 △ 0.5 △ 1.8 29.2 3.5 0.86 1.35

P 医療，福祉 92,531 △ 1.0 1.6 30.4 2.5 0.85 1.86

Q 複合サービス事業 6,684 1.0 3.0 23.8 △ 3.4 0.94 0.00

R サービス業（他に分類されないもの） 27,778 △ 0.6 △ 3.2 32.6 1.1 0.85 1.41
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注1）「きまって支給する給与」（定期給与）とは、労働協約、就業規則等によってあらかじめ定められている支給条件、算定方法によって支給される給与でいわゆる基本給、
　家族手当、超過労働手当等を含みます。
注2）前月比及び前年同月比は、平成27年を100として作成した指数を用いて算出しています。

注3）実質賃金指数は、平成27年を100として作成された消費者物価指数を用いて算出しています。
注4）「C鉱業，採石業，砂利採取業」については、県内事業所数僅少のため公表をさしひかえています。
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